
多子世帯の保育料軽減の取り扱いの変更について

令和 5年（2023 年）4 月 27 日（木）

幼児教育・保育の無償化の対象は、幼稚園、保育園等、認可外保育施設（保育要件を満た

す場合に限る。月額の上限設定あり）などに通う全ての３～５歳児と、市民税非課税世帯の０

～２歳児です。一方、０～２歳児の課税世帯は無償化の対象ではないため、きょうだいの人数

によって保育園等に通う２人目以降の保育料を軽減しており、２人目が半額、３人目以降は無

料としています。

令和５年４月から、課税世帯のきょうだいとして数える対象を広げ、就学前のきょうだいは全

て数えることとし、多子軽減を受けられる対象を拡大します。

市民税

所得割

額

きょうだいの数え方

（例）３人きょうだいの場合

第２子以降：０～２歳
第１子：

５歳まで

現
行

77,101

円以上

数
え
る

就学前児童のうち、幼

稚園、保育園等、企業主

導型の認可外保育施設

に在園

３人目

（無料）

２人目

（半額負担）

認可

１人目

数
え
な
い

就学前児童のうち、認

可外保育施設（企業主

導型以外）在園や在宅
２人目

（半額負担）

１人目

（全額負担）

認可外

数えない

改
正
後

77,101

円以上

就学前児童なら、通園先や所

属の有無に関わらず全員数

える
３人目

（無料）

２人目

（半額負担）

所属を

問わない

１人目

市が保育料を決定している保育園（小規模保育施設・事業所内保育施設を含む）及び認定

こども園（以下、「保育園等」という）の保育料については、国制度に準じて、認可外保育施設※

に通う兄姉は、多子軽減の算定対象としていませんでしたが、第１子の通園先によって、第２

子以降の保育料に差が生じることは課題であると認識し、令和５年４月から、市独自の対応と

して、第１子の所属を問わず、第２子以降の認可保育園等の保育料が軽減の対象となるよう

制度を改正することに決定しました。

※企業主導型の認可外保育施設を除く
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（国が市民税所得割額の基準を保育園等 57,700 円・幼稚園 77,100 円としているところ、本市

ではその差をなくし、保育園等も幼稚園と同じ市民税所得割額 77,100 円に基準額を合わせ、

低所得世帯の範囲を拡大している。近隣市で拡大しているのは箕面市のみ）

・令和５年４月の保育料から実施します。

・４月以降の保育料は保護者にすでに通知しているため、当面の間一旦各月末までに納めて

いただきますが、新制度に基づき保育料を再算定し、差額は還付します。

参
考

市民税

所得割

額

きょうだいの数え方

（例）３人きょうだいの場合

第２子以降：０～２歳
第１子：

何歳でも

77,100

円以下

年齢や通園先、所属の有無に

関わらず全員数える ３人目

（無料）

２人目

（半額負担）

所属を

問わない

１人目

問い合わせ先

子ども未来創造局 保育幼稚園利用室

TEL 072-724-6737（直通）

２．実施時期


